
事 業 名 称 小諸市空家等対策事業 

事 業 主 体 小諸市 

連 携 主 体 
長野県、小諸市空家等対策協議会、長野県司法書士会、 
佐久広域連合消防本部小諸消防署 

事業の特 徴 

・倒壊危険や火災発生、放置ごみによる 2次被害などの市民の不安の解消や苦

情対応にも配慮した特定空家等の判断基準と運用マニュアルを作成 

・相続人調査事務経験のない担当職員にも配慮した相続人調査マニュアルを

作成 

成 果 
小諸市特定空家等判断基準マニュアル 

相続人調査マニュアル 

成果の公表先 
小諸市のホームページで公表 

http://www.city.komoro.lg.jp/doc/2017022400082/ 

 

１．事業の背景と目的 

 現在小諸市では①相続人不存在の空家への対応と②特定空家等の判断の難しさという問題を抱えて

いる。どちらも全国的に同様の問題を抱える可能性がある内容だと考えられる。 

相続人不存在の空家については、真に相続人が存在しないのか、十分な調査をした結果不存在と認

めるのかといった部分で、その後の対応方針に大きな差が生じると予想される。（例：相続財産管理人

制度の活用、略式代執行等） 

また、特定空家等の判断の難しさについては、何をベースに判断基準を作成するのか、小諸市の地

域性に合わせた項目が必要であると考えた。特に、景観の基準については、検討が難しいため、全国

的にも判断が難航していると予想される。 

各分野の専門家と連携し、協議を重ねることで全国的なモデルケースとなるような解決策を講ずる

ことを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

  交付決定（７月１４日）から事業終了までは、以下の内容と手順で行った。 

       表１ 事業実施工程表 

 

 

 

（２）事業の取組詳細 

①特定空家等の判断基準の作成 

 今回の特定空家等の判断基準の作成では、どの職員が判断を行っても一定のレベルで同様の判定

結果を提示できることを目的に、図説や検討の際の考え方やポイントなどを盛り込んだマニュアル

の作成を目指した。 

 

判断基準の作成については、以下の内容で作成を行った。 

 １）庁内会議の開催 

   判断基準を作成するにあたり、特定空家等と認められる状態の中には、現在他の部署におい

て対応を行っている状態（苦情）に関する項目が想定された。そうした中で、空家対策を担当

する建設課のみでの検討では不十分であると判断し、関係８課との庁内会議を設置し、検討を

計画。関係各課の所属長に対し、検討への協力を仰ぎ、庁内会議を開催した。 

   主な関係課としては、ごみの関係で生活環境課、景観の関係で都市計画課、動物の関係で農

林課、防犯（この場合の防犯は犯罪捜査等ではなく、市の行う地域の安全のための対策の一

環）の関係で総務課、また市民から多くの問合せがあり不安要素となっている火災予防の関係

で消防課と検討を重ねた。ただし、消防課から佐久広域連合消防本部の職員の派遣で対応した

いとの申し出があったため、実際には消防課（佐久広域連合消防本部）として検討を行った。 

   主に建設課で、国のガイドラインや応急危険度判定マニュアルなどの参考資料と、建設課が

担当課となってからの市民からの相談内容等から、必要と思われる項目を検討し原案を作成し

た。建設課に寄せられた相談内容としては、建築物の倒壊の不安や上記のような火災の不安、

またごみの放置が引き金と予想される、近隣住宅敷地へのごみの不法投棄などがあった。 



   会議内容としては、項目と内容についての検討を行い、次の段階で配点についての検討を行

った。項目内容や配点については、後述の３）実験的な調査での結果より、再検討を行うなど

し、空家の実態に合わせた形での変更を加えた。項目内容の検討の際には、各課が行っている

対応内容や、実際に受けたことのある相談・苦情の内容等の聞き取りも行い、内容に反映させ

た。他課で相談内容として多かったのは、草木の繁茂に関するものだった。今回、動物の観点

では、庁内に野生鳥獣専門員が在職しているため、相談を行いながら項目内容を決めた。既存

の景観計画等との整合性については都市計画課と協議を行ったが、現行の計画及び条例につい

て既存建築物への規制等がないため、特に問題ないのではないかという結果に至った。 

   全５回（内１回は実験的な調査）の庁内会議を行い、小諸市としての特定空家等の判断基準

案を作成した。 

 

 ２）専門家との検討のための協議会の開催 

   判断基準を作成するにあたり、専門的知識やより広い見地からの意見が必要であると判断

し、専門家との検討会を開催することとした。その中で、小諸市空家等対策協議会の設立予定

があり、協議会で検討することにした。 

   小諸市空家等対策協議会の構成員は、小諸市長を会長とし、市議会、区長会、民生児童委員

協議会、司法書士会、行政書士会、建築士会、宅地建物取引業協会佐久支部・小諸地区、小諸

警察署、小諸消防署、小諸市消防団、市民、経済部長、建設部長である。なお、法務について

弁護士が構成員に入っていないのは、小諸市内に事務所がある弁護士がいないためである。市

民については公募により選考した。 

   専門家との検討では、庁内会議で検討を行った案を提出し検討を重ねた。その際に、建築士

会の方や宅地建物取引業協会の方など、建物についての知識が深い専門家の方から意見をいた

だいた他に、区長会の方や市民の方など影響があった場合の一般の市民の目線での意見をいた

だくことができた。また、協議会の委員には、建設課のメールアドレスとＦＡＸ番号を伝え、

常時疑問点や意見等をいただける体制とした。結果的にはメールで意見をいただくことがで

き、より深い検討を行うことができた。さらに、協議会での検討の際には、判断基準の妥当性

の検討のために、本事業外で相続財産管理人制度の活用を行った空家で管理人となっている弁

護士の方に承諾を得て、写真で例示を行った。これは、検討の際により具体的な例を提示する

ことで検討しやすくするために行った。結果として、委員の方からは、イメージを持ちやすく

なったとの声があった。 

 

 ３）判断基準内容の妥当性の検討 

   庁内会議及び専門家との検討会を重ね、形にした判断基準について、実際に市内に存在する

空家で実験的な調査（判断）を行い、基準の妥当性を検証した。この調査では、苦情等が発生

し建設課で把握していた空家について、３軒を調査対象として調査を行った。この調査では関

係５課（調査時に同行依頼をする予定の課）にも調査に参加してもらい、採点を行った。ま

た、庁内に建築士の資格を持つ職員がいたため、調査に同行してもらった。（建設課所属職員） 

   この調査では、今後実施予定の現地調査と同様に外観からの調査とした。調査対象物件とし

た空家は、建設課として判定結果が特定空家等、特定空家等予備軍、空家等になると想定した

物件をピックアップした。判定結果は特定空家等１軒、空家等２軒になった。 

   調査後には、各調査員（職員）の採点結果を確認し、項目内容や配点についての調整を行っ

た。また調査方法等についても、マニュアルに反映させた。 



 

 ４）空家等の景観に関する事例調査 

   景観についての判定項目の検討は特に容易ではなく、小諸市内の景観に関する事例の収集の

ための調査を行った。今回は市内の中でも中心市街地をメインに調査を行った。調査について

は業者委託とした。調査内容は、指定した区域内に存在する空家等の景観の写真の収集と、景

観に関する判断基準での比較とした。指定した区域は、歴史的な景観の残るエリアであり、景

観不良の空家等があった場合の影響度が高くなると判断し、指定を行った。５）景観に関する

市民アンケートの実施による、市民からの声も反映させた状態の判断基準での比較を行い、１

００軒の空家についての事例収集を行った。指定した区域が中心市街地であったため、草木に

関する項目では状態の悪い物件は少なかったが、屋根や外壁等の項目で状態の悪い物件は見ら

れた。また、市街地特有ではあるかもしれないが、看板のある物件もあったため、看板の状態

が悪い物件も確認された。 

 

５）景観に関する市民アンケートの実施 

  特定空家等の判断において重要と考えられるのは、周辺住民への影響である。そこで、市民の

声を反映させるために、景観に関するアンケートを実施した。アンケート対象は市内２００名の

２０代～６０代の男女とした。これは、性別や年代により景観に対する視点が異なると考えたた

めである。アンケートの内容は、選択式と記述式を設けた。アンケート内容は以下のとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートの結果、様々な意見が出た。その中には、検討していなかった内容も含まれていた。

そのため、内部での検討や専門家との検討会等でもデータを提出し、検討を重ね、項目として反

映させた。採用とした項目は、敷地内へのごみの放置についての項目とカーテン・障子の状態に

ついての２つである。 

アンケートの結果は以下の表のとおりとなった。選択式の問で、景観が悪いと感じる状態を選

んでもらうと、屋根が崩れている状態や草木が繁茂している状態に対して市民の方は景観の状

態が悪いと感じることが分かった。（表２）また記述式の問で景観が悪いと感じる状態を記述し

てもらうと、草木の繁茂という意見が多かったが、ごみの放置やカーテンや障子がボロボロの状

態という意見があった。（表３）この視点は、当初は検討していなかったため、新たに判断基準

問１  以下の項目の中で、空家に関してあなたが「景観が悪い」と感じる項目はどれ

ですか。該当するもの２つに○をつけてください。 
    ・落書きがある  ・窓が割れている  ・屋根が崩れている  
    ・壁にひびがある  ・草木が繁茂している  ・壁が蔦で覆われている 
 
問２    空家に関してあなたが思う「景観が悪い」状態を教えてください。（記述式） 
 
問３  観光地の景観について、あなたが観光客の場合に状態の悪い空家を見つけた時

に、感じるのはどれですか。 
・残念に思う。  ・気分が下がる。  ・気にならない。 
・その他（                     ） 



の項目として採用した。また、その他の部分では、景観の悪さが他の状態への引き金になること

への不安等があるとの意見があった。（ex.景観が悪く薄気味悪い→人が近づかない→不法投棄

の場所になる等） 

アンケートを行ったことで、より市民の感覚に近い判断基準の項目の作成することができた。 

 

表２ 景観に関するアンケートの結果① 

 

 

表３ 景観に関するアンケートの結果② 

 

なお、下の写真１はアンケートで記述の多かった内容が含まれていると考えられる状態の例で

ある。カーテンや障子については確認できないものの草木の繁茂や屋根や壁の崩落等が確認でき

る。このように実際の状態を確認すると、景観が悪いことが判断できる項目内容になっていること

が分かる。なお、景観が悪いと感じる内容については、建築物の倒壊等の恐れに繋がる可能性の高

い項目も多いことが分かった。 
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写真１ 景観が悪いと判断できる空家の外観写真 

 

 

６）判断基準の基づく調査票及びマニュアルの作成 

  特定空家等判断基準に基づく調査票及びマニュアルの作成については、項目の検討と調査回

数の検討が必要となった。 

  項目の検討の際には、国の「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要

な指針（通称・ガイドライン）を参考とした。しかし、ガイドラインに記載されている参考にな

る考え方の項目だけでは不足しているものと考えた。これは、小諸市では法律で挙げているそれ

ぞれの状態について、なるべく様々な視点から検討するための項目を設定したいと考えたから

である。そこで、被災建築物応急危険度判定も参考にしながら、小諸市の実態に合わせた項目の

検討を始めた。これは、なるべく市民の不安に対して改善の指導等を行うためである。 

  調査票は、３種類作成した。（１次調査、２次調査、追加調査） 

  １次調査はふるい分けのための調査であり、建設課の担当職員が物件の状態を確認するため

の基礎調査（本年度小諸市では実態調査を行っており、その成果をベースとする）の写真で判断

を行う。 

  ２次調査は現地での外観調査であり、関係５課に同行を依頼し、実際に現地で調査を行う。 

  追加調査は、２次調査の結果から必要であると判断した物件の所有者に対して通知を行い、敷

地に立ち入り、数値を使った調査を行う。なお、立ち入り調査については、建設課の職員が行う。 

当初は１次調査票と２次調査票のみを作成していたが、専門家との検討会等で、判定が難しい

ものや必要に応じて数値を使った判断基準も必要ではないかとの意見があり、追加調査という

調査票を新たに作成した。そのため、１物件に対しての調査の回数が最大４回となった。（状態

を確認するための基礎調査、１次調査、２次調査及び追加調査） 

追加調査票には通知日及び調査指定日の欄を設けた。また、２次調査票と追加調査票について

は、現地での調査のために持ち出しを行うことから、個人情報の記載を行う欄は設けず、番号で

管理することとした。 

調査票及びマニュアルの作成については担当職員１名で素案を作成し、建設課内で検討する

体制を基本とした。（３名体制）なお、校正等は業者委託をした。 

 

②相続人調査マニュアルの作成 

 相続人調査マニュアル作成の目的は、空家対策担当となった職員が相続人調査に携わったことが

なくても、マニュアルを使用することで調査を行えるようにすることである。また、相続人調査の

手順を分かりやすくすることで、調査時間を短縮し、より迅速に相談や苦情の対応に移るためであ



る。そのため、より分かりやすいマニュアル作成を目指した。 

 

 １）司法書士との検討 

   当初は弁護士との相談を予定していたが、司法書士への相談を薦められ、検討方法を切り替

えた。司法書士の選任については長野県司法書士会に推薦依頼をし、市内開業の司法書士と相

談を行った。 

 推薦いただいた司法書士の方と検討を開始した。当初、戸籍等の書類以外で捜索に有効なも

のはないか検討を予定したが、司法書士の方からは自治体で保有する情報に勝るものはないと

の話を聞き、分かりやすい捜索の方法の検討に切り替えた。 

最初の打合せ時に、どのような主旨のマニュアル作成なのかを伝え、次回の打合せまでにマ

ニュアル(案)としてまとめていただくこととした。打合せの際には、相続人調査のための検討

項目にはどんな内容があるのか、何から検討を始めるべきなのかについて検討した。実際に

は、相続の制度についての検討を行う必要性もあるかもしれないということも打ち合わせ段階

で上がった。 

初稿の段階で庁内職員での実験を行い、分かりにくいとの声が上がったため再度検討を重ね

た。その際に、図説や事例等を盛り込むことを検討した。 

 

 ２）庁内職員での実験 

   初稿の相続人調査マニュアルが、果たして誰でも理解し活用できるものなのかを検討するた

め、庁内職員に協力を依頼した。依頼内容は、マニュアルを読んで相続人の調査をして欲しい

というもので、依頼した職員は、業務の中で相続人調査を行ったことのない職員２名を選ん

だ。 

初稿の段階では、文字の説明のみだったため分かりづらいとの意見が出た。また、練習問題

のようなものがあれば、検討方法について自身で整理しながら理解につなげることができると

の意見も出た。こうした、職員の意見を参考にしながら司法書士の方との打合せを行い内容の

改訂を行った。 

   決定稿を使用した実験では、実際に小諸市で対応を行った事例で、正しく相続人に辿り着く

ことが可能かどうか行った。結果としては、マニュアルの内容を読みながら無事に正しい答え

を出すことができた。 

 

 ３）相続人調査マニュアルの作成 

   今回、マニュアルを作成する際に重視したことは、正確に相続人を導き出せることに加え、

どんな職員でも調査が行えるマニュアルにすることであった。小諸市では昨年度から空家対策

の担当課が決まり、担当職員は１年目の職員だった。そのため、相続の調査についての知識は

浅いものだった。自治体の職員は経験年数等に関わらず配属されるため、必ずしも空家の担当

となる職員が相続に精通しているとは限らない。だからこそ、どんな職員でも調査が行えるマ

ニュアルにする必要性があった。 

基本的な作成については司法書士の方にお願いしたが、打合せ等を重ね、完成させた。市の

要望に加え、司法書士の方からもアイディアを出していただき、より分かりやすく使いやすい

ものを作成することができた。 

  



（３）成果 

①小諸市特定空家等判断基準の作成 

成果物として、判断基準に基づく調査票、運用するためのマニュアルの作成を行った。 

 成果物の利用対象は主に空家担当課職員であるが、２次調査時に調査の同行を依頼する部署も利

用対象となる。 

 作成の狙いは、調査票はそれぞれの状態での判断が可能な調査票とし、周辺住民の不安に対して

なるべく対応できるようにすることであり、マニュアルは誰でも一定の判断が出せるようなものに

することにあった。 

 

１）判断基準に基づく調査票 

 調査票は以下のとおり、３種類作成した。作成した経過は前述のとおりだが、それぞれの特徴を

説明する。 

 まずは１次調査票について、写真での判断となるため、状態についての検討は基本的に行わな

い。しかし、図中⑥の「写真の状況」という項目で①～⑥までの項目以外の内容で調査が必要かど

うかの判断を行う項目がある。また、１次調査票は庁外への持ち出しは原則不可とするため、個人

情報を含む基本情報を記載する項目を設けた。下には調査の同行を依頼するためのチェック欄を設

けることで、他課への依頼を一目で確認できるようにした。なお、状態として関係課以外が対応す

るべきものがあった場合には、その他希望する課に記載し、依頼する体制をとる。最終的には判定

者と検査・承認のダブルチェックの体制を採用している。 

 

図１  １次調査票（机上調査）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



図２   ２次調査票（現地調査） 

(適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態) 

 

  ２次調査票については、個人情報を記載する欄は一切設けていない。これは、現地での調査を

行うため、細心の注意を払っていたとしても万が一のことがあった場合に備えて、このような形

態とした。調査項目、箇所、内容、影響度の欄を設けているが、特に、影響度の欄は判断すべき

状態についても掲載している。これは、現場で判断する際に参考とするために掲載をすることと

した。なお、記載が難しいものに関しては、マニュアルに図解等を掲載している。特記事項を記

載する欄を設けたが、これは各項目内容について検討すべき内容等があった場合に、記載するこ

とでより多くの情報を残すために設けた。 

  ２次調査では、該当しない項目が存在した場合には、採点の対象外として取扱いを行う。その

ため、評価点合計欄の下に判定基準点欄がある。採点の対象外となった項目は評価点の欄に

「－」と記載することで対象外として表示する。対象外にした段階で点数の最大値が変化する。

（ex.通常の最大値は 710 点。擁壁がない場合は 630 点）そのため、合計点をボーダーラインには

せず、割合で判定を行う形を採用した。なお、割合について「倒壊等著しく保安上危険となるお

それのある状態」については 50％、その他の状態については 70％をボーダーラインとして設定し

ている。これは倒壊等が市民の身体及び財産への影響（被害）が重大なものになると予想され、

特に重要であると考えたためである。 

  図２は適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態に対する２次調

査票であるが、カーテン・障子、ごみの項目を追加している。これは前述の市民アンケートの結

果を反映させた項目であり、市民目線での項目を追加できたことは、実態に沿った判断が可能で

あり、大きな成果であると考えている。 

  図３は２次調査の総合判定結果を記載する表である。右下部分にある欄では、ボーダーライン

を超えた状態をチェックする欄がある。チェック欄に１つでも該当があれば、特定空家等として

の指定の候補として取扱いを行う。また、該当がなかった場合には空家等として取扱いをする。 



 

図３ 総合判定結果表 

 

 

  追加調査票については、立ち入り調査を行うために所有者への通知日や調査指定日等を記載す

る欄を設けた。基準値については被災建築物応急危険度判定等を参考にした。また、調査の結

果、他の状態についても確認されれば、特記事項に記載し、２次調査の採点についての見直しを

行えるようにしている。（ex.外観からは確認できなかったが、ごみが山積していた。 

 

図４ 追加調査票 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２）小諸市特定空家等判断基準マニュアル 

マニュアルは図５のとおりの内容で構成されている。全４章で構成されており、第１章は前提

要件、第２章は空家等調査判定要領、第３章は参考、第４章はその他となっている。特に調査時

に参考とするのは第２章及び第３章である。 

第２章では各調査の内容について、１項目ずつ検討方法を記載している。これは、実際に判断

する際に調査する職員によって検討のための観点が変わらないようにするためである。また、状

態の検討を行う際の参考写真も掲載し、より判断しやすいようにしている。なお、使用した写真

の中には実際の空家で相続財産管理人より使用許可を得て掲載した写真を掲載した。 

 

 図５ 小諸市特定空家等判断基準マニュアル 目次 

 

 

 

 

 

 

 

  



写真２ 草木の繁茂の参考写真（景観）    写真３ 柱の破損の参考写真（倒壊） 

  

 

  第３章の参考では、参考資料の掲載をしている。これは、前述の写真等と同様の効果を狙って掲

載している。掲載した資料の中には動物に関する資料も含まれている。小諸市では前述のとおり野

生鳥獣専門員が在職しているが、全国的に稀有な存在であり、該当職員から得た知識を掲載するこ

とで、全国的にも有益な情報となると考えている。 

  巻末には資料として、調査票の様式や記入例を掲載している。 

 

  図６ 記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②相続人調査マニュアル 

 成果物として、相続人調査マニュアルを作成した。マニュアルの構成は、相続制度の確認、相続

人調査手順、相続人調査フローチャート、応用ケース（事例検討）となっている。フローチャート

については、調査手順を分かりやすくするためのものである。応用ケースについては練習問題のよ

うな位置づけも込めている。 

 相続制度の確認と相続人調査手順には、相続の制度の確認や図７のような相続の基本形について

の説明がされている。特に、基本形では前提である誰がどの場合に相続人となる可能性があるの

か、という部分の解説を行っている。この解説を分かりやすくフローチャートにしたものが、図８

である。実際にマニュアル使用し相続人調査を行った職員は、事前に文章である程度の内容を確認

した上でフローチャートを使用しながら調査を行った。 

 

  

図７ 法定相続基本形 前提 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 図８  フローチャート 

  

 

事例検討では様々なケースの検討が掲載されている。（図９）死亡の順番や、婚姻関係の有無など

様々な要素の含まれた事例の掲載となっているため、実際に調査を行う前に調査方法の確認に使用

することも可能になっている。これは、相続の調査を行ったことのない職員が配属された場合には

大いに活用できると考えている。また、最後には応用ケースの掲載もされているため、相続人調査

を経験している職員であっても活用可能になっている。 

 

図９ 事例検討 

 



３．評価と課題 

①小諸市特定空家等判断基準の作成 

１）判断基準に基づく調査票 

小諸市の当初の予定では、空家の状態を総合的に判断し、外観からの調査のみを行う予定で検討し

ていた。しかし、実際には小諸市内の空家の件数が多く、全てに対し現地調査を行うことは現実的で

はないため、再検討を行った。その結果、実態把握調査の結果を活用することで調査対象件数を絞り

込む方法に切り替えを行った。また、空家の状態を総合的に判断することは、市民の方からの苦情に

対して必ずしも適切な対応（法律に基づいた対応）が取れるとは言い難く、法律で挙げる４つの状態

に対してそれぞれ判断を行い、特定空家等であるか否かの判断を行うものとした。そのため、４つの

状態それぞれに項目を検討し調査票を作成し、空家の状態に対して同じ状態をそれぞれに調査票で

採点する形を採用した。（ex.屋根の損壊⇒倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態の両者で判断を行う。） 

作成の段階では、庁内会議での検討、専門家との検討会に加え、長野県の建築課の職員からも助

言をいただく機会を設けた。このように、多くの意見や助言をいただく機会を設けたのは、様々な

観点からの検討を行う他に、担当職員の考え方の転換を行う意味もあった。実際に、調査票を作り

続けることで、果たしてこの内容で良いのか、配点はこれが妥当なのかなど考えることもあった

が、様々な意見等をいただくことで、新たな発想での検討をすることもできた。また、専門家同士

の意見を結び付けることで、新たな観点での検討が可能となった。 

当初の予定にはなかったが、景観に関するアンケートを市民に対して行った。当初は事例収集に

よる検討を想定していたが、作成段階で景観に対する評価の多様化という壁にぶつかったため、広

く意見を求めることが妥当であると判断したためである。その結果、より実情に近い項目内容の作

成を行うことができた。 

検討のため、関係課との庁内会議を設置したが、それまで情報共有の体制が不十分であったが、

体制を整えることができた。このため、庁内連携が依然に比べスムーズに進むようになった。 

検討段階で、佐久広域連合消防本部の協力を得ることができたが、消防としても空家対策を重要

視するとの意向を示していただき、小諸市と小諸消防署の協力体制をモデルとし、広域管内で広く

波及させていく方向で検討しているとのことである。これは、火災についての不安の相談を受けて

いる自治体にとって参考となる動きにつながったのではないかと考えている。 

 

 ２）小諸市特定空家等判断基準マニュアル 

マニュアルに状態不良の写真を多く掲載しているが、これは市内の空家の相続財産管理人となっ

ている弁護士の方から対応している空家の写真の掲載許可をいただけたためである。なお写真の物

件は小諸市が申立を行った案件で、該当物件は既に相続財産管理人により解体済みである。写真の

掲載に関しては、プライバシーの問題等で掲載が困難なケースが多いが、弁護士の方のご協力によ

り、参考写真を多く掲載できたことは、成果品の完成度に大きく貢献しているものと考えている。 

 

２つの成果物に対する課題としては、今年度実施した実態調査には調査票を適用することができ

なかったため、本格的な運用は来年度となってしまった。作成段階で試験運用を行っているもの

の、市内の空家数（約 1300 軒）で実際に運用することで、見直しを検討する必要が生じるのではな

いかと考えている。また、運用を重ねることでマニュアルのデータ更新も必要になると考えてい

る。 

 



②相続人調査マニュアル 

 当初は戸籍以外にも有効な書類等の検討も予定していたが、司法書士の方に相談したところ一番

有効な書類が戸籍であるとの回答があり、調査手順の検討のみとした。 

 検討の段階で、予定にはなかったが相続人調査未経験の職員の意見を反映させたことは、成果の

完成度に大きく影響した。これは、どんな職員でも調査が行えることを目的としたマニュアル作成

であったため、効果があったと考えている。その中でも、フロー図の掲載で検討が容易に行えるよ

うになったことは大きな成果である。 

 内容的に、空家対策担当課だけではなく相続を取り扱う部署でもマニュアルを業務に活用できる

と考えている。 

 課題としては、事例を充実させることにある。今後調査を行うことで、複雑化した相続のケース

に遭遇する可能性が高い。その場合に、事例としてマニュアルを更新することでより検討しやすく

なるのではないかと考えている。 

 

４．今後の展開 

 今後の展開としては、今年度行った実態調査を基に１次調査を開始する。約 1300 軒ほど市内に存在

する空家に対して適用することで、小諸市の特定空家等への指導へとつなげていく。５月以降には２次

調査を開始予定で進める。最終的には、年内に特定空家等への助言又は指導を開始したいと考えている。

指導開始の段階では、所有者の調査が必要になるため、場合によっては相続人調査マニュアルを活用し、

調査を行う。 

 来年度に判断基準の運用を行う中で、手順等の見直しも検討する。ただし、基準の見直しはそれまで

調査を行った空家等の点数に影響が出るため、改訂した基準の適用は年度が切り替わるタイミングで行

いたい。 

 成果を活用した展開は以上だが、関連して、空家等所有者のための相談会を開催し、所有者自らの力

で空家等の状態を解消できるよう促していきたいと計画している。相談会の中では、司法書士会と宅地

建物取引業協会にも協力いただき、講演会も行っていただく。来年度は５月に開催予定だが、今後も

様々な方法で市民への啓発活動を行っていく。 
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